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(1) 事故直後の処理や汚染除去に参加した作業者は、事故から
20年経過してもまだ抑うつと心的外傷後ストレス障害
（PTSD）の割合が高い。

(2) 高汚染地域住民の子どもの精神医学的影響については研究
によって結果はさまざま。

(3) 一般集団についての研究では、自己申告による健康状態の
不調、臨床的あるいは前臨床的な抑うつ、不安、および、
PTSDの割合が高い。

(4) 子どもたちの母親は、主に家族の健康のことがいつまでも
気になっていて、精神医学的な高リスクグループに留まっ
ている。
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世界保健機関（WHO） 2006年報告書と異なる見解
－チェルノブイリ原発事故－

WHO 2006年報告書以降、国際的な調査の減少に対する懸念も
①WHO報告書の見解よりも、チェルノブイリ原発事故による
身体的影響被害は大きい可能性があり、今後も国際的な調査
が必要であるとの指摘※1

②WHOの見解が、汚染地域由来の食品への警戒を弱め、今後
の調査研究を妨げる原因になっているという批判※2

※1：根拠となっているのは、ウクライナのRivne州で、神経管欠損の発生率が、10,000人出生当たり
22.2人と、ヨーロッパで最大となっている点である。(Wertelecki, Pediatrics, 125, e836, 2010)
しかし、この原因については今のところ明らかではない。

※2：Holt, Lancet, 375, 1424 - 1425, 2010
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